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論 文 の 要 旨 
本論文は、二つの大きなテーマから構成されている。第一のテーマでは、地域密着型アマチュア・サ
ッカークラブの萌芽期からプロ化までの発展段階を概念モデル化し、サッカークラブとステークホルダー
との提携を深化させる過程を体系的に把握し、各発展段階における具体的な活動指針を導くことを目的
としている。J リーグ参入には、地方自治体との提携を文書にて提出する事が条件付けられており、また、
J リーグ基準のスタジアムを確保するにも、地方自治体の協力を得るのが現実的である。この観点から、
地方自治体との提携深化について、他のステークホルダーよりも詳細に論じている。実際に J リーグに昇
格したクラブとそのクラブが所在している地方自治体の事例調査を行い、提携深化過程と要因について
分析を行い、提案されている概念モデルの有効性を検証している。 
 第二のテーマにおいては、地域密着型サッカークラブがプロ化へ向けて事業展開を図るプロセスを動
的計画問題として定式化し、様々なシナリオを採算性の観点から定量的に評価する為の数値解法を確
立している。方法論としては、金融工学におけるリアル・オプション理論を援用し、プロ化して継続する、
プロ化せずに継続する、あるいは撤退するという 3 つのオプションに焦点を合わせた有限期間における
最適オプション・投資戦略を、数値的に評価した点が新しい。パラメータの設定には、ヴァンフォー
レ甲府およびつくばＦＣの実際の経営データを参考にしている。 
 
 
    
審 査 の 要 旨 
【批評】 
サッカークラブの活動は教育・文化面等の活動に位置付けられる事が多く、クラブをマネジメントする
際には、こうした経済的目的を離れた非利益提携関係の視点を欠かす事はできない。この観点から、通
常の経営分析において重要な役割を果たす 4 つの経営資源（人、物、金、情報）に加え、経済的目的を
離れた非利益提携関係を「協働事業」と定義し、これを加えた5つの視点から、クラブとステークホルダー
の提携関係を分析することを提案している。経営資源が不足しがちな中小企業とも言えるサッカークラブ
において、4 つの経営資源の視点だけから判断すると、地方自治体との提携深化は後回しになりがちだ
が、協働事業面での視点を持つことにより、むしろ地方自治体との提携深化は優先されるべきであると指
摘している。このような取り組みは既存研究には見られないものであり、独創的であると評価できる。 
二つ目のテーマとして、地域密着型サッカークラブがプロ化へ向けて事業展開を図るプロセスを動的
計画問題として定式化し、様々なシナリオを採算性の観点から定量的に評価する為の数値解法の確立
に取り組んでいる。ヴァンフォーレ甲府およびつくばＦＣの実際の経営データを収集してパラメータを設
定し、また主要パラメータの感度分析を通して、ヴァンフォーレ甲府、ガイナーレ鳥取、標準値による標
準クラブの経営を分析し、モデルの有効性を実証している点は高く評価できる。 
 
【最終試験の結果】 
平成２５年９月２７日、システム情報工学研究科において、学位論文審査委員の全員出席のもと、著者
に論文について説明を求め、関連事項につき質疑応答を行った。その結果、学位論文審査委員全員に
よって、合格と判定された。 
 
【結論】 
上記の学位論文審査ならびに最終試験の結果に基づき、著者は博士（マネジメント）の学位を受ける
に十分な資格を有するものと認める。 
 
